
 
 

2025 年 8 月 28 日  
各  位 

会 社 名 ユ ニ チ カ 株 式 会 社 
代表者名 代表取締役社長  藤 井  実 

  （コード番号 3103   東証プライム） 
問合せ先 経営企画部長  岩藤 敦史 

（TEL  06－6281－5695） 
 

（開示事項の経過）子会社の異動を伴う株式譲渡に関するお知らせ 
 

2025 年 6 月 25 日付「事業譲渡等に向けた基本合意書締結のお知らせ」において公表のとおり、当

社連結子会社のユニチカトレーディング株式会社（以下、「UTC」といいます。）が 100%所有するユ

ニチカスピニング株式会社（以下、「U スピニング」といいます。）の全発行済み株式を譲渡すること

について、カワボウ株式会社との間で基本合意書を締結しておりましたが、当社は、2025 年 8 月 28
日開催の取締役会において、当該株式譲渡（以下、「本件」といいます。）を行うことを決議いたしま

したので、以下のとおりお知らせいたします。 
 

記 
１． 事業譲渡の理由 

本件の譲渡対象事業は、足下、収益、財務状態は厳しい状況にありますが、カワボウ株式会

社から提示頂きました内容を慎重に精査いたし、同社のグループ会社であるカワボウ繊維株式

会社が持つ梳毛紡績、撚糸、長繊維加工の技術に、U スピニングの持つ合繊紡績の生産ならび

に開発能力を活かし事業展開して頂くことにより紡績事業領域の生産販売拡充に貢献できる可

能性があると判断したこと、また当該事業に関し、株式譲渡を前提として雇用も含め全体での

承継を前提とした内容であることなどを総合的に勘案し、同社への事業譲渡が最適との判断を

いたしました。 
 
２． 株式譲渡の概要 

(1) 異動する子会社の概要 
①  名称 ユニチカスピニング株式会社 
②  所在地 長崎県松浦市志佐町池成免１７０１番地 
③  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 森本 惠治 
④  事業内容 合繊紡績糸の製造及び販売 
⑤  資本金 90 百万円 
⑥  設立年月日 1971 年 3 月 24 日 
⑦ 上場会社と当該会社との 

関係 
資本関係 当社の連結子会社である

UTC が当該会社の議決権の

100%を保有しています 
人的関係 当社及び UTC を通じて取締

役 3 名、監査役 1 名を派遣し

ています 
取引関係 当社及び UTC が商品の仕入

販売を行っています 
関連当事者への該当状況 記載すべき事項はありません 



⑧  最近 3 年間の経営成績 
 決算期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 
 純資産 423 百万円 422 百万円 179 百万円 
 1 株当たり純資産 238 円 47 銭 237 円 63 銭 100 円 98 銭 
 総資産 524 百万円 539 百万円 263 百万円 
 売上高 521 百万円 550 百万円 448 百万円 
 営業利益 4 百万円 △2 百万円 △39 百万円 
 経常利益 0 百万円 0 百万円 △42 百万円 
 当期純利益 △2 百万円 △1 百万円 △242 百万円 
 1 株当たり当期純利益 △1 円 56 銭 △84 銭 △136 円 66 銭 
 1 株当たり配当金 ― ― ― 

   ※2025 年 3 月期については固定資産の減損会計（200 百万円）を実施しております。 
 

(2) 株式譲渡の相手先の概要 
①  名称 カワボウ株式会社 
②  所在地 岐阜県岐阜市正木中一丁目１番地１号 
③  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 川島 政樹 
④  事業内容 繊維製造業、不動産賃貸業 
⑤  資本金 100 百万円 
⑥  設立年月日 1943 年 6 月 18 日 
⑦  上場会社と当該会社との 

関係 
資本関係 

記載すべき事項はありません 
人的関係 
取引関係 
関連当事者への該当状況 

 
(3) 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

①  異動前の所有株式数 1,776,000 株（議決権所有割合：UTC100%） 
②  譲渡株式数 1,776,000 株 
③  譲渡価額 譲渡先の意向により非公表とさせていただきます 
④  異動後の所有株式数 0 株 

 
(4) 日程 

①  基本合意書締結日 2025 年 6 月 25 日 
②  取締役会決議日 2025 年 8 月 28 日 
③  契約締結日 2025 年 8 月 28 日 
④  事業譲渡期日 2025 年 12 月 30 日（予定） 

 
３． 今後の見通し 

2026 年 3 月期通期連結業績予想につきましては、2025 年 5 月 14 日に公表した内容から変更は

ありません。株式会社地域経済活性化支援機構による再生支援手続きの中で、取引金融機関に対し

て要請している債権放棄額が減額となる可能性があり、現時点で合理的な業績予想ができないこと

から未定としております。今後その影響が明らかとなり、業績への影響が重要であると判断した場

合は速やかにお知らせします。 
 

以 上 


